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 東日本巨大地震で、デマ情報が飛び交ったり、不安を募らせた住民が生活用品を買い占

めたりしている。デマに注意を【kobi】 
 
デマに注意 携帯メールやツイッター        沖縄タイムス 2011年 3月 14日 

地震で発生した製油所火災について流された携帯電話のチェーンメール 
 東日本大震災では、携帯電話のチェーンメールやツイ

ッターなどでデマとみられる情報が流れている。ネット

上の流言に詳しい評論家の荻上チキさんは、自身のブロ

グで「こうした情報に触れたときは、いったん冷静にな

ってみよう」と呼び掛けている。 
 荻上さんは、インターネットなどで他にも正確な情報

を得られるなら、まず「自分がこの情報を他の人に広げ

る必要があるか、問い直してみて」と話す。 
 津波など本当に緊急避難が必要な場合は、マスメディ

アや行政など「確かな情報源」が報じている。メールや

ツイッターで情報を拡散させることは簡単だが、「一度判

断を保留して、発言している『主体』が誰なのかを確認

し、事実を確認するべきだ」とアドバイスする。 
 
 
物資受け付け うそのチェーンメール出回る       産経新聞 2011年 3月 14日  
 東日本大震災で徳島県は１３日、県庁が支援物資の受付窓口になっているとの誤った内

容の携帯電話のチェーンメールが出回っていると発表した。４件の問い合わせがあり、実

際に物資を持ってきたケースも５件あった。 
 県によると、メールは「自衛官の家族からのお願い」とした上「自衛隊が支援物資を受

け付けており、各県の県庁が窓口」と記載。支援物資の内容や梱包を細かく指示し、メー

ルの転送も依頼している。自衛隊は支援物資を受け付けていない。 
 
 
チェーンメール？ 節電要請メールの出所が分からず混乱 産経新聞 2011年 3月 14日  
 関東地方の１都７県でＮＴＴドコモのエリアメールを受信できる携帯電話に１４日午前、

「政府 内閣官房」から節電を呼びかけるメッセージが配信された。 
 このようなメールが内閣官房から一斉配信されたことはなく、担当であるはずの内閣官

房の官房副長官室には、国民やメディアから「本物か。（不特定多数の人々の間を増殖して

転送されていく）チェーンメールではないか」などの問い合わせが殺到。副長官室も当初、

「依頼者が特定できない。メールが正式なものか分からない」と混乱し、出所の確認に追

われた。 



 １４日夕になって、通信事業を管轄する総務省の平岡秀夫副大臣が１４日午前にＮＴＴ

ドコモに指示し、節電啓発担当になった蓮舫行政刷新担当相の事務局が引き継いでいたこ

とがわかった。 
 ＫＤＤＩが運営するａｕとソフトバンクモバイルには配信自体がなく、一連の混乱で政

府内の連携の悪さが浮きぼりになった。 
 エリアメールは１４日午前１１時２０分に配信され、「本日から東京電力管内において計

画停電が実施されます。午前中は、特に徹底した節電をお願いいたします」などとする内

容だった。 
 
 
節電要請チェーンメールに注意 関電「顧客に節電をお願いする状況にはない」 

産経新聞 2011年 3月 13日  
 東日本大震災で、西日本の電力会社から東日本へ送電するために節電を求める内容のチ

ェーンメールが出回っていることが１３日、分かった。電力各社がホームページで注意を

呼び掛けている。 
 関西電力などによると、西日本と東日本では周波数が異なり、送電容量は１００万キロ

ワットが上限。同社は「東日本へ最大限の電気の融通を行っても（関西電力管内の）安定

供給に支障はなく、顧客に節電をお願いする状況にはない」としている。 
 電子メールは「関西電力で働いている友達からのお願い」とした上で「本日１８時以降

関東の電気の備蓄が底をつくらしく、中部電力や関西電力からも送電を行うらしい」とし、

節電を求める内容。メールの転送も呼び掛けている。 
 
 
「黒い雨」「うがい薬飲め」はデマ！冷静対応を     読売新聞 2011年 3月 16日 
 東日本巨大地震で、デマ情報が飛び交ったり、不安を募らせた住民が生活用品を買い占

めたりしている。 
 「黒い雨が降るので気をつけて」などと、根拠なしに危機感をあおるメールも流れてお

り、関係機関は冷静な対応を呼びかけている。 
 福島第一原発から約５０キロ離れた避難所の県立川俣高校（川俣町）では１５日未明、

町職員らの間で「災害対策本部から屋内退避命令が出た」とのうわさが広まった。 
 避難所を管理する浪江、双葉の両町職員は、うわさの真偽を確認できないまま校舎外へ

走り、校舎周辺で車中泊をしている避難者を揺り起こして体育館内に避難させた。誤報と

判明したのは夜が明けてから。結局、怪情報の出所は分からなかった。対応に追われた浪

江町職員は、「情報源はラジオ１台のみで、体育館にはテレビがなく、電話やインターネッ

トも接続が制限されている。原発の状況も詳しくわからず、避難者へ正確な情報が行き届

かない」と困惑する。 
 福島県喜多方市の女性は１４日、福島市の友人から「福島原発の事故などの影響で、雨

には危険な放射能が含まれる。レインコートを必ず利用して」というメールを受け取った。

女性は慌てて近くの１００円ショップに向かったが、レインコートは既に売り切れ。他の

店を探しても、品切れや品薄になっていた。 
 原子力安全技術センターは、「雨に直接触れないのは有効な対策だが、現在空気中で測定

されている程度の数値では、放射性物質が雨に溶け込んで降ってくるというのは考えにく

い」と冷静な行動を呼びかける。 
 また、放射性ヨウ素による健康被害を防ぐのに有効な内服薬「安定ヨウ素剤」の代わり

に、ヨウ素を含むうがい薬やヨードチンキを飲んだり、ワカメやとろろ昆布を食べたりす

ることを勧めるメールも出回っている。福島県伊達市内のドラッグストアでは、福島第一

原発で水素爆発を起こした１２日以降、うがい薬の売れ行きが急激に伸び、１５日夕に完

売した。 



 しかし、こうした情報は根拠に乏しい。放射線医学総合研究所は「むしろ、うがい薬を

のんでしまうと、有害な影響が出る可能性がある。ワカメなどでは十分な効果を得られな

い」と指摘。原子力安全委員会も、とろろ昆布などを食べることは、「放射性ヨウ素の甲状

腺への集積を抑制する措置としては適切ではない」としている。 
 むやみに危機感をあおるメールにも注意が必要だ。セキュリティー会社のセキュアブレ

イン（東京）は、「『多くの人に知らせて』などと、転送をお願いする文面をつけたチェー

ンメールの典型。それを信じて知り合いに送ると、さらに不安をあおることになる」と注

意を促す。総務省は「チェーンメールに惑わされず、報道など信頼できる情報源で内容を

確かめてほしい。メールが届いても、速やかに削除を」と呼びかけている。 
 
 
「非常事態宣言」なぜ出さない 政治部長・乾正人    産経新聞 2011年 3月 16日  
 日本はいま、非常事態に陥っている。少なくとも市場はそう判断している。１５日の東

京株式市場は一時、１３００円以上も暴落した。筆舌に尽くせぬ東日本大震災の惨禍と、

それに伴う原子力発電所事故のダブルパンチのみが暴落の要因ではない。政治の失敗が、

「日本売り」を加速させているのだ。 
 福島第１原発での新たな事態を受けた１５日午前１１時、菅直人首相は国民向けのメッ

セージを発表したが、具体的な状況はさっぱりわからず、対策を小出しにしただけだった。 
 大震災発生以来、首相、枝野幸男官房長官をはじめとする政権幹部は不眠不休で対応に

当たってきた。空前の自衛隊１０万人派遣も現場は混乱したものの、阪神大震災発生直後

の自社さ政権の遅い対応に比べれば、はるかに迅速だった。 
 だが、原発事故への初期対応は、完全に失敗した。 
 端的な例は、１２日に起きた１号機の爆発事故への対応だ。約１時間後には日本テレビ

が爆発の瞬間の映像を流し、ＢＢＣなどによって世界に流れたが、官房長官が記者会見し

たのは事故から２時間後で、爆発を認めたのは５時間後だった。 
 こうした情報開示の遅さが「政府は本当の情報を隠蔽（いんぺい）している」といった

さまざまな流言を生む素地をつくったのではないか。 
 既に原発から２００キロ以上離れた東京でも多くのスーパーやコンビニで食料品や飲料

水、トイレットペーパーが売り切れている。地震によって一部の工場が被害を受け、流通

網も寸断されているためだけでなく、政府の発表を信用できず、人々が必要以上に買いだ

めに走っているからだ。 
 いま、首相がしなければならないのは、失態続きの東京電力を叱りつけることではない。

まずは避難指示や情報開示の遅れなど後手後手にまわった政府の対応を率直にわび、すべ

ての確かな情報を開示すべきだ。そのうえで、住民の安全を最優先させるため東日本全域

に「非常事態」を宣言し、株式市場の一時閉鎖など思い切った施策を断行するため与野党、

そして国民に協力を求めることだ。 
 戦時中の昭和１８年元旦、衆院議員・中野正剛は朝日新聞紙上で発表した「戦時宰相論」

をこう結んだ。 
 「難局日本の名宰相は絶対に強くなければならぬ。強からんが為には、誠忠に謹慎に廉

潔に、しこうして気宇広大でなければならぬ」 
 これを読んだ東条英機首相は自分への当てこすりだと激怒し、後に中野は逮捕されるの

だが、記者からの質問を一切受け付けず、定まらない視線でメッセージを読み上げるだけ

の菅首相に非常事態を乗りきる強さがあるだろうか。 
 とはいえ、首相を即座に代える余裕など今はない。菅首相には嘘でも強くなってもらわ

なくては困る。 
 そのためには、与野党ともにつまらぬメンツを捨て、衆知を結集してこの事態を乗り越

えなくてはならない。もちろん事態が落ち着けば、国民に信を問うのが前提となろうが。 
（政治部長・乾正人）                           以上 


